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　当部会は「貴金属ろう部会」として1965（昭
和40）年に創立された。「ろう部会」に名称変更
したのは2008年である。創立当時の詳細は『日
本溶接協会30年史』および『50年史』に述べら
れているので，変革について概説する。
　1965年6月に貴金属地金協会の会員14社によっ
て第1回の部会総会が開催され，貴金属ろう部会
として正式に発足した。その後，部会員の減少が
続いたが，ろう付加工関係企業の入会により，
2009年現在では会員9社によって構成されている。
　創立当時の部会組織として，使用性能委員会，
規格専門委員会，PR委員会の3専門部会が設け
られ，その翌年に分析委員会の活動が実質的に始
まった。1968年にPR委員会が業務委員会に改組
され，技術委員会が発足して，使用性能委員会，
規格調査委員会および分析委員会がそれぞれ分科
会となった。その後幾度かの変遷を経て，現在の

体制になった。
　図11.1にろう部会の現在の組織図を示す。

図 11.1　　ろう部会の組織図
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　業務委員会は，部会創立時からろう付技術の啓
蒙活動を続けている。具体的には，ろう付講習会
の開催および部会機関誌『ぶれいず』の発行であ
る。さらに，各種アンケート調査，「ぶれいず友
の会」の運営なども行っている。
　ろう付技術講習会は1965年に始まり，この年
は東京，大阪で2回行われた。1969年からは定常
的に年2回東京と大阪で行われた。しかし，受講
者の減少により第53回（1998年）からは東京で
の1回開催になった。直近では2008年に第63回
が開催された。第53回から第63回の受講者の延
べ人数は681名で，とくに第61回からの最近3年
間は受講者数が80名程度と非常に多くなってい
る。

　この10年間のテーマとしては，「ろう付の基礎」
と「雰囲気ろう付」がほぼ毎回あり，基礎的な事
項を重点に講習がなされたことが分かる。他の
テーマとしては，「自動化」，「セラミックスやロ
ケットのろう付」および「レーザろう付」など最
近のニーズに合わせたテーマが見られる。
　また，講習会では毎回受講者にアンケート形式
で職種や希望テーマなどを調査し，その集計結果
を次回の企画の参考にしていることも，受講者の
増加につながっていると考えられる。
　当部会の機関誌『ぶれいず』は，1966年の創刊
号からそれぞれの時代を反映した内容で，2008年
に第113号を発行した。『ぶれいず』の発行は部
会の最大の成果といえる。
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　記事の分野は，ろうおよびろう付に関する論文，
解説，講義，文献情報，各種調査結果ならびに特
許一覧など入門から最新の先端技術情報まで網羅
されており，ろう付作業者，技術者，研究者にとっ
て必須の技術情報になっている。
　なお，1967年から1998年発行の104号までは1
年に2 〜 4号発行されていたが，財政的問題で
104号で休刊となった。しかし，関係者からの強
い要望で2000年に105号から復刊された。その後，
年1号づつ刊行され，2008年発行の113号に至っ
ている。
　『ぶれいず』の記事のうち技術論文や解説を約

10号ごとにまとめたものが『ぶれいず技術特集編』
で，1970年にその1を発行し，2007年までに11
編を発行している。記事の総数は232編に上り，
ろう付に関するあらゆる分野の情報が掲載された
貴重な資料として，多くの人に頒布されている。
表11.1に1987年からの講習会および『ぶれいず』
の一覧を示す。
　1974年に，ろうおよびろう付に関わる人々の相
互交流と技術向上を目的として「ぶれいず友の会」
が結成された。1998年までは100名程度の会員が
いたが『ぶれいず』の休刊が影響して，2000年の
復刊後は50名程度に半減した。

表 11.1　講習会開催，「ぶれいず」発刊などの 1987 年から 2008 年までの一覧
年度 講習会 ぶれいず号数 その他
1987 31,32 東京，大阪（基礎，応用）077 ～ 78 号 銅配管はんだ付マニュアル
1988 33,34 東京，大阪（基礎，応用）079 ～ 82 号，ぶれいず技術特集編その 8 　
1989 35,36 東京，大阪（基礎，応用）083 ～ 86 号，25 周年記念号 　
1990 37,38 東京，大阪（基礎，応用）087 ～ 89 号 　
1991 39,40 東京，大阪（基礎，応用）090 ～ 92 号 ビデオ入門編，ユーザ・ニーズ調査
1992 41,42 東京，大阪 093，094 号 銅配管はんだ付・ろう付マニュアル
1993 43,44 東京，大阪 095，096 号，ぶれいず技術特集編その 9 　
1994 45,46 東京，大阪 097，098 号 ビデオ応用編
1995 47,48 東京，大阪 099，100 号（記念号） 　
1996 49,50 東京，大阪 101，102 号，ぶれいず技術特集編その 10 　
1997 51,52 東京，大阪 103，104 号 　
1998 53 東京 休刊 　
1999 54 東京 休刊 　
2000 55 東京 105 号 　
2001 56 東京 106 号 　
2002 57 東京 107 号 　
2003 58 東京 108 号 カドミウムフリー銀ろう規格化の審議
2004 59 東京 109 号 　
2005 60 東京 110 号 　
2006 61 東京 111 号 ろう付ビデオのDVD化
2007 62 東京 112 号，ぶれいず技術特集編その 11 　
2008 63 東京 113 号 　

　1968年に技術委員会が発足し，その後何度かの
改組を経て1986年に現在の組織となった。先端
材料接合委員会，規格調査委員会および分析委員
会の3分科会体制で活動し，これらの各分科会は
精力的な活動を行っている。

11.3.1　先端材料接合委員会の活動

　当委員会の主題は，ろうおよびろう付技術およ
びこれらに関連した接合技術全般にわたる情報交
換や調査である。
　設立当初の使用性能委員会から現在の委員会に
至る主要な話題は次のようである。

　1970年代は，銀ろうやフラックスの基本的な性
能に関する共同実験が主要な研究テーマであっ
た。
　1980年代前半は，銀高騰により低銀ろうに関す
る研究発表が活発になり，後半には，セラミック
ス同士やセラミックス／金属のろう付・接合に関
する研究発表が多く見られた。
　1990年代は，チタンのろう付や活性金属ろうに
よるセラミックスのろう付など，ろう付技術の多
様化・高度化に対応した研究発表が多くなった。
　最近の10年間（1999年から2008年）は，90年
代に引き続き，多様なテーマについての研究発表・

技術委員会11.3
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解説・各種接合法の紹介が行われた。
　最近10年間の講演テーマを大まかに分類する
と次のようになる。（ ）内の数字は講演数である。
①�　ろう材の開発やぬれ性・継手強度など基礎的
な研究（21件）
②�　セラミックス・ダイヤモンド・耐熱合金のろ
う付（13件）
③�　ろう付方法・ろう付装置（10件）
④�　アルミニウム・チタン・マグネシウムのろう
付（9件）
⑤�　ステンレス鋼・鋳鉄・鋼など鉄鋼材料のろう
付（4件）
⑥�　レーザろう付・電子ビーム接合（4件）
⑦�　鉛フリーはんだを含むはんだ付関係（17件）
⑧�　拡散接合・各種接合法・その他（25件）
⑨�　国際会議報告（5件）
　①から⑥まではろう付に関するもので，⑦以下
はろう付以外の発表である。ここで特徴的なこと
は，2000年代に入って研究開発が進んだ⑥のレー
ザろう付の出現である。また，⑦の鉛フリーはん
だは現在もっともホットな話題である。しかし，
2000年代の講演テーマを一口で言えば，テーマが
非常に多様化していることであろう。

11.3.2　規格調査委員会の活動

　当委員会は，設立当初からJIS（日本工業規格）
やWES（日本溶接協会規格）の原案の審議・作
成を主として行い，現在あるろうおよびろう付技
術に関係する規格の大部分を作成してきた。
　最近10年の当委員会では，JISを始めとする多
くの規格をISO（国際標準化機構）などの国際規
格に準拠・整合させるという国の大方針に従って，
ろう付関係の規格を国際規格に整合させるための
審議が多く，現在もその作業は続いている。その
主な事項をまとめると次のようである。
　1997年からは銀ろうから真空貴金属ろうまでの
各種JISろうにISO 3677に倣って，ろう記号の名
称追加を行った。また，1997年から1999年にわたっ
て，JIS Z 3192（ろう付継手の引張試験及びせん
断試験）をISO 5187に，JIS Z 3191（ろうの広が
り試験）をISO 5179に整合させるための審議・
改正を行った。
　1998年から2000年にわたって，JIS Z 3621（ろ
う付作業標準）とISO 2553との整合化の審議・
改正を行った。また，2000年から2003年にはJIS 
Z 3891（銀ろう付技術検定における試験方法及び
判定基準）とWES 5602（ろう付とぶれいず溶接
用フラックス）の審議・改正を行った。

　2006年からは，CEN規格の各種ろうを2007年
にISO規格へ移行させる予定であることに対し
て，ISO/TC44/WG3へ日本の意見を提出し，そ
の情報を元にJISろうの見直しを行うこととした。
しかし，ISO/TC44/WG3での審議が完了してい
ないため，現在も引き続き審議中である。

11.3.3　分析委員会の活動

　当委員会の実質的活動は，当部会発足の翌年で
ある1966年の「銀ろうの分析方法」のJIS改正原
案作成からスタートしている。
　1989年には，「JIS Z 3268（真空用貴金属ろう）」
が制定されたのを受けて，分析方法の具体的な検
討に入り，各種の実験・研究が進められ，合金成
分の分析方法が確立された。1993年からは，今後
実施予定の「合金中の不純物元素定量共同実験」
に使用することを目的として，共通試料に微量の
亜鉛，カドミウムおよび鉛を添加した銀合金を作
製した。これらの試料とBVAg-31合金（Ag-Cu-Pd）
を共通試料として，原子吸光分析法による不純物
元素定量共同実験を実施し，「微量亜鉛，カドミ
ウムおよび鉛の分析法」を確立した。
　一方，銀ろうは現在100種程度が市販されてお
り，銀－銅－亜鉛を基本組成とするが，使用目的
に応じて添加元素種や組成濃度は多岐にわたる。
これらの分析を現行JISの湿式化学分析法で行う
には，操作が煩雑で高度な技術が必要であること
と，迅速性に欠けること等の問題点がある。そこ
で，これらの問題を解決するために，微量から高
濃度まで定量可能な分析法である「誘導結合プラ
ズマ発光分光分析法（ICP発光分析法）」に着目
した。当委員会関連事業所でも，このICP発光分
析装置は多数設置されている。これらのことから，
2003年よりJIS銀ろう合金の主成分分析方法に
ICP発光分析法を追加することを目的とした共同
実験を展開した。はじめに，各事業所が保有する

表 11.2　BAg-2 の共同実験結果

分析方法 Ag Cu Zn Cd 計
ICP 発光分析＊

分析値
精度

相対標準偏差
（%）

35.40
0.36
1.02

25.77
0.29
1.12

20.79
0.29
1.39

18.07
0.24
1.33

100.03
0.82
0.82

湿式化学分析＊＊

分析値
精度

相対標準偏差
（%）

35.40
0.04
0.11

25.72
0.17
0.66

20.92
0.39
1.86

18.07
0.08
0.44

100.11
0.26
0.26

＊ ICP 発光分析：9事業所　
＊＊湿式化学分析（JIS 3901）：5事業所

単位：mass%
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装置の基準性能試験を行い，各装置の検出下限や
検量線の直線範囲を求め，いずれの装置も共同実
験に対応できることを確認した。試料には委員会
で作製したBAg-2合金，BAg-4合金およびBAg-7
合金の共通試料を使用し，共同実験を実施した。
実験はICP発光分析法と現行のJIS湿式化学分析
法とを並行して行った。ICP発光分析法による分
析で問題となる試料前処理は，現行JIS湿式化学
分析方法に準拠して行うこととした。

　それらの結果の一部は表11.2に示すようであ
りBAg-2合金のICP発光分析法およびJIS湿式化
学分析法の結果は，いずれも良好な相関を示した。
このようにして確立したICP発光分析法を整理
し，基準分析法として提案できるように準備を
行っている。さらに，BAg-8Aに含有されるリチ
ウムについて，ICP発光分析法による追加の共同
実験を実施している。

　1965年から現在に至るまで，ろう部会（2008
年以前は貴金属ろう部会）は各々の時代と市場の
要求に対応して，数々の調査，実験，研究，開発，
啓発活動を精力的に行ってきた。
　その結果を踏まえて，今後は啓発活動とJIS等
の各種規格の整備を行うのが当部会の社会的使命
である。

　具体的には業務委員会は『ぶれいず』の発行と
講習会の開発を継続的に行う。技術委員会の先端
材料接合委員会では新しい技術分野の講演に取り
組む予定である。規格調査委員会はISO規格に対
応したJISの整備が急務である。分析委員会は最
新の分析技術に対応した各種ろうのJIS分析方法
の改訂を行っていく。

今後の活動11.4




